
CM⽅式の活⽤事例（⼟⽊）

事業名 事業主体名 事業区分 CM⽅式導⼊の⽬的 資料事業名 事業主体名 事業区分 CM⽅式導⼊の⽬的 資料

御笠川河川激甚災害対策特別緊急 福岡県 河川改修事業
短期集中かつ多数の分割発注⼯
事における段階的発現効果の最 PDF事業 福岡県 河川改修事業 事における段階的発現効果の最
⼤化

PDF

⽮部川災害復旧助成事業 福岡県 河川改修事業
コスト変動要因の⼤きい改修⼯
事における適切な設計監理によ
るコストの縮減

PDF

元静岡県クレー射撃場環境対策
事業 静岡県 環境対策事業

経験のない特殊な⼟壌汚染対策
に対する技術的補完と適切な施
⼯管理

PDF

安永川トンネル新設事業（⽔源
⼯区） 愛知県豊⽥市 ⽔路トンネル事業

不測の事態が懸念されるトンネ
ル⼯事における適切な技術的対 PDF⼯区） 愛知県豊⽥市 ⽔路トンネル事業 ル⼯事における適切な技術的対
応とコスト評価




ＣＭ方式の活用事例（御笠川河川激甚災害対策特別緊急事業）


事業概要


平成15年に発⽣した記録的豪⾬による御笠川氾濫で 博
事業名 御笠川河川激甚災害対策特別緊急事業事業主体：福岡県


平成15年に発⽣した記録的豪⾬による御笠川氾濫で、博
多市内等で発⽣した浸⽔被害を受けて、国の河川激甚災
害対策特別緊急事業の認定により実施した、河川10.5㎞
を対象とした⼤規模かつ5年という短期間で集中的に実
施した河川改修事業


事業区分 河川改修事業
事業規模（事業費） 約420億円


発注⽅式 設計施⼯分離⽅式


事業規模
（延⻑等）


事業延⻑ 10.5km
護岸⼯13km、掘削⼯120万m3、橋梁改築等13橋、
堰改築5基


CM導⼊の⽬的・⽀援内容


◎短期集中かつ多数の分割発注⼯事における段階的発現効果の最⼤化
〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉


発注者【厳しいスケジュールでの完了】
激特事業のため5年の期限で事業を完了させる必要が
あり、また河川事業のため⾮出⽔期（年間約8カ⽉
間）の短期間に効率的に⼯事を進める必要など、厳し
いスケジュールでの⼯事完了


遅延リスクになりがちな建設⼯事以外の要因の抽
出と事前の対応準備を実施
また仮設回数を減らすことにより、本体⼯事に充
てる期間を増加させる⽅策など、効率的な⼯事実
施が可能とし、事業期間内に⼯事が完了


発注者
各種情報、協議、報告
専⾨的技術対応
VE提案


VE提案
検討結果報告
各種調整 CMR


設計者設計者 ・・・ 設計者


【多数に分割した⼯事間の調整による品質管理】
通常の事業規模に⽐べてはるかに⼤きな事業延⻑
10.5kmを全⾯的に改修する事業のため、2つの⼟⽊
事務所を横断した区域に加えて、多数の⼯区に分けて
実施することから綿密な⼯事間調整が必要


CMRが河川事業の精通した⼈材をメンバーに配置
することによって事業期間中に変更が必要となる
要素（事業区間の順序の変更など）を⾒据えた適
切な⼯事間調整が⾏われ、所定の品質の⼯事が実
現


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


元請業者


･･･
専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


元請業者


･･･


設計者設計者 ・・・ 設計者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


元請業者


･･･


・・・


【事業の段階的効果の最⼤化】
⽔害の対策⼯事期間中に再発した⽔害という前回の教
訓を⽣かし、完成時の対策効果発現だけでなく、事業
期間中も対策効果が最⼤限発現する⼯事の進め⽅が必


 業務実施体制への取組


実施することから綿密な⼯事間調整が必要


• 発注者が災害対応の⼀次的な体制補完としてCMRを
活⽤


現


河川改修事業の基本である下流側から順番に対策
を実施していては短期間で全ての問題に対応する
時間的余裕の確保が難しい状況であったため、逐
次変化する⼯事⼯程の変更に対して流下能⼒を計


：契約関係 ：情報の流れ


施⼯者
者 者 者


施⼯者
者 者 者


A工区


施⼯者
者 者 者


B工区 Z工区・・・


期間中も対策効果が最⼤限発現する⼯事の進め⽅が必
要


活⽤。
• CMRは流量計算、発現効果算定の技術的⽀援の位置


づけで業務を実施。
• CMRは個別分割発注では対応できない事業全体の条


件設定の計算など統⼀管理が必要な⽀援を実施。


次変化する⼯事⼯程の変更に対して流下能⼒を計
算し、効果発現の⼤きな⼯区を選定して⼯程を調
整


契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）


CM業務契約⽅式
・・発注⽅式：指名競争⼊札
・CMR：パシフィック


コンサルタンツ㈱
・契約⾦額：約40,000千円


• 事業の特徴ごとにリスクを分析し、そのリスクに対応可能な能⼒を保有しているCMR
を選定することが必要。


• 複数年の事業では、CMRが当初の1年⽬にいかに事業の⽬的を理解し、必要な準備を整
えるかによって効果が決定。


• 発注時に役割などが明確な仕様書の作成は難しいが、役割の分担を受発注者間で理解し
た上で進めることがCM⽅式にとって重要。


CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


・契約期間：平成16年度から平成19年度







【詳細】事業概要（1/2）


御笠川は博多駅、福岡空港をはじめ福岡市、太宰府市の中⼼地を流れる河川であり、⽔害が発⽣した場合
地 鉄を含 地 街 浸⽔ ど甚⼤ 被害が懸念 れ 河川 あ 成 年 豪 よ 河川氾濫には地下鉄を含む地下街への浸⽔など甚⼤な被害が懸念される河川である。平成11年の豪⾬により河川氾濫


が発⽣し、博多駅周辺が浸⽔する災害があったため、福岡県は国の河川激甚災害対策特別緊急事業の認定を
受けて5年計画の河川改修事業を実施していた。しかしながら、河川改修事業の最終年度にあたる平成15年
に再度、記録的豪⾬に⾒舞われ博多駅周辺が浸⽔し、被害総額約2,900億円の未曾有の⽔害が発⽣した。


本事業は れら 課題を受け 事業期間中 も最⼤限 対策効果が発現す 事業⼿法 導⼊を基本⽅針と本事業はこれらの課題を受け、事業期間中でも最⼤限の対策効果が発現する事業⼿法の導⼊を基本⽅針と
し、河川10.5㎞を対象に５年の短期間で実施された河川改修事業である。


出典 安全 安⼼ き 御笠川 成 年 ⽉ 福 県出典：安全で安⼼できる御笠川へ 平成20年5⽉ 福岡県







【詳細】事業概要（2/2）


御笠川の激特事業の具体的対策事業内容は下図のとおり掘削⼯、護岸⼯、堰・橋梁改修⼯であり、図
⾯左側 河⼝側 福岡⼟⽊管内 は掘削 が主体的 あり 那珂⼟⽊管内 は掘削 に加え 護岸 が⾯左側の河⼝側の福岡⼟⽊管内では掘削⼯が主体的であり、那珂⼟⽊管内では掘削⼯に加えて護岸⼯が
全川的に実施された。


出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県







【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果


上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表 河川流下能⼒に いては10 5k 中 約河川流下能⼒に いては10 5k 中 約 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果


• 事業の途中段階においても効率的に治⽔効
果が発現（機能向上）していく事業の進め
⽅が必要


• 事業の途中段階においても効率的に治⽔効
果が発現（機能向上）していく事業の進め
⽅が必要


• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
の作成と逐次⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能
⼒計算の準備を実施


• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
の作成と逐次⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能
⼒計算の準備を実施


• 河川流下能⼒については10.5km中、約
6km区間において当初予定より1年早く
計画流下能⼒の効果を発現


• 河川流下能⼒については10.5km中、約
6km区間において当初予定より1年早く
計画流下能⼒の効果を発現


 品質


コストオ バ ランの防⽌に向けた⼯事のコストオ バ ランの防⽌に向けた⼯事の
• 通常の⼯事⽅法の概念から転換し、短期間で施⼯


実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法
• 通常の⼯事⽅法の概念から転換し、短期間で施⼯


実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法 • 当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の• 当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の コスト
• コストオーバーランの防⽌に向けた⼯事の


効率化と問題の早期解決によるコストの削
減が必要


• コストオーバーランの防⽌に向けた⼯事の
効率化と問題の早期解決によるコストの削
減が必要


実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法
を提案


• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案


実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法
を提案


• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案


当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の
回数削減と⼟捨て場の処理費⽤を効率化
したことによって約70億円の削減効果
が発現


当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の
回数削減と⼟捨て場の処理費⽤を効率化
したことによって約70億円の削減効果
が発現


• WBSによる問題発⽣時の処理時間の短• WBSによる問題発⽣時の処理時間の短 スケジュール 上下流ネットワ ク⼯程に基づき諸問題の早急 WBSによる問題発⽣時の処理時間の短
縮、⼯事着⼿後に発⽣する⽤地問題など
による⼯程遅延を上下流ネットワーク⼯
程と流下能⼒シミュレーション結果に
よって適切に⼯程管理し、当初に予定し
た⼯期内で河川流下能⼒向上に係わる⼯
事が完了


WBSによる問題発⽣時の処理時間の短
縮、⼯事着⼿後に発⽣する⽤地問題など
による⼯程遅延を上下流ネットワーク⼯
程と流下能⼒シミュレーション結果に
よって適切に⼯程管理し、当初に予定し
た⼯期内で河川流下能⼒向上に係わる⼯
事が完了


 スケジュ ル
• 通常事業に⽐べて単年度事業費が数倍から


数⼗倍に達する事業であるため、関係者が
多く、事業が複雑であるが、⼈員体制に限
りがある中で5年の⼯程順守と諸問題への
早急な対応が必須


• 上下流ネットワーク⼯程に基づき諸問題の早急
な発⾒、情報収集体制の構築と対策への事前準
備を実施


• 「WBS（作業分解図）」を⽤いて各⼯事の問題
発⽣点の迅速な抽出、役割分担先の提⽰と状況
を把握 事が完了事が完了


• ⼯事進捗とともに定量的な発現効果を図解でわか
りやすいものとした


• ⼯事進捗とともに定量的な発現効果を図解でわか
りやすいものとした


 その他


• 住⺠説明をはじめ、対外的説明が充実• 住⺠説明をはじめ、対外的説明が充実
• 住⺠に直接的な被害を及ぼす⽔害に対する


治⽔⼒向上のための事業であることから、
住⺠から事業進捗や現時点の発現効果など住⺠から事業進捗や現時点の発現効果など
情報提供を⾏う必要


〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１ 検討段階


【詳細】契約概要
１．検討段階
• 平成11年に発⽣当時の洪⽔被害後の激特事業における⼯程遅延や平成15年に発⽣したさらに甚⼤な⽔害を踏まえて、本激特事業は⼯期厳守が必須。
• 御笠川激特事業の主担当が⼯程のマネジメント⽅法について⽶国の⽂献などを調査。PM⽅式の適⽤可能性を河川課内部で検討。
• 事業規模、充当される体制を勘案し、従来型の事業実施⽅法では⼯程の順守に懸念が残ることからPM⽅式（CM⽅式）の必要性、効果を説明し、庁内の承認を取得。
２．選定審査段階
• 河川計画、治⽔計画、 流下能⼒計算の実績を条件にした指名競争⼊札によってCMRを選定。
３ 積算 契約段階


CM⽅式活⽤ステージ
３．積算・契約段階
• 発注者側で業務内容の仕様書を作成し、複数社に⾒積り依頼。
• CM⽅式は福岡県の実施する業務での採⽤が初めてであったことから、具体的な作業内容を⾒積り依頼先に個別に


対⾯で質疑応答する機会を設けて業務内容の理解促進に努めた。


事業
計画


基本
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実施
設計 施⼯ 管理


・契約期間：平成16年度から平成19年度







補⾜：品質に関するマネジメント（流下能⼒の評価による品質管理）1/2
施⼯中の⼯程変更の影響については、治⽔効果の早期発現と上下流の流下能⼒の逆転防⽌の基本⽅針


に基づき 下図のような流下能⼒と対象⽔位の関係から評価した 当初に計算プログラムと評価フォーに基づき、下図のような流下能⼒と対象⽔位の関係から評価した。当初に計算プログラムと評価フォー
マットを決めておくことで⼯事中の即断が要求される状況でも遅延なく⼯程変更に対応することができ
た。


図1 流下能⼒の計算結果フォーマット


出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県







補⾜：品質に関するマネジメント（流下能⼒の評価による品質管理）2/2


全体の事業期間は5年であり、事業継続中も早期効果発現を基本とした品質に基づいた⼯程表を計画した。全体の事業期間は5年であり、事業継続中も早期効果発現を基本とした品質に基づいた⼯程表を計画した。
常に効果の早期発現を念頭に置きながら、下図のような考え⽅と計算⽅法に基づいて実施した。その結


果、40百万円のCM費⽤に対し、治⽔効果は508百万円と12.7倍の費⽤便益の効果が得られた。


図3 御笠川CMによる治⽔効果の算定概念図


表1 御笠川CMによる費⽤対効果


図2 御笠川CMの効果の概念図


出典：河川激特事業におけるPM⼿法を⽤いた⼯程管理の効果に関する⼀考察 平成20年9⽉ ⼟⽊学会







補⾜：スケジュールに関するマネジメント 1/5（⼯程管理の基本⽅針）
⼯程管理は当初計画の「⼯程の遵守」「治⽔効果の早期発現」の2つの視点で実施。
事業開始後に 程 変更を⾏わなければならな 事象が発⽣した場合 対応を予め決め おく と事業開始後に⼯程の変更を⾏わなければならない事象が発⽣した場合の対応を予め決めておくことで


不要な検討時間の排除による即断が可能となった。


図4 ⼯程管理の基本⽅針


図5 当初計画からの変更要因を記録（今後の事業に活⽤）


出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県







補⾜：スケジュールに関するマネジメント 2/5 （WBSと管理図⾯による⾒える化
①）


延⻑10.5kmに及ぶ河川改修事業を5年で完成させるために⼯区を細分化し、数多くの設計者、施⼯
者が集中的に関わる事業であるため、各担い⼿の作業の役割分担とその関係をWBS（作業分解図）に
よって⾏い、どの⼯区を誰がいつ実施するのかを⽉別⼯程として⾒える化し、⼯区ごとの実施計画を隣
接⼯区との関係、遅延した場合の影響範囲を共有しやすいビジュアル情報として整理した。


出
水
期


出
水
期


出
水
期期 期 期


図6 対象事業のWBSによる構造化 図7 全川⼯区別の⽉別⼯程表の⾒える化


出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県







補⾜：スケジュールに関するマネジメント 3/5 （WBSと管理図⾯による⾒える化
②）


⼯程に関する各担い⼿の作業と進捗状況を河川計画平⾯図にビジュアル的に⽰すことで、俯瞰的な⼯
程管理と関係者間の情報共有をしやすいものとした。


図8 管理図による⼯区割と実施年次の⾒える化
出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県







補⾜：スケジュールに関するマネジメント 4/5 （WBSと管理図⾯による⾒える化
③）


各担い⼿ベースの⼯程管理の他、流下能⼒の視点から管理するためのツールとして、事業区間全域の
管理図で⼯程を管理した。


図9 管理図による実施状況の⾒える化
出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県







⽤地取得条件、周辺対応の諸問題により⽇々発⽣する⼯程の遅延に対するリスク分析をし、流下能⼒


補⾜：スケジュールに関するマネジメント 5/5 （細部の⼯程調整による管理）


の再計算とWBS （作業分解図）を⽤いて作成した⼯程表により他⼯区の⼯事進捗状況との調整を逐次
確認して実施した。


リスク分析結果
(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒


⇒H15相当流量を⽬標推移で流下
（完成断⾯にて激特治⽔⽬標を達成）


(2)改築の完了時期
⇒H19年度末（事業期間内に完成）


(3)想定されるリスク
同時施⼯実施からの不測の事態


上部工設置まで
のリース料が余
計に掛かる


・同時施⼯実施からの不測の事態
⇒事故発⽣、⼯程遅れなどが懸念される。


・H18年5⽉以前に仮堰設置
⇒上部⼯設置までのリース料⾦が余計に掛かる。


リスク分析結果


排出水期（10月~翌5月）の8ヶ月間、連続して同時
施工・近接施工が行われる。


このため、過密作業、工程管理の煩雑化、安全管
理の煩雑化、等が要因となって事故発生、工程の
遅れなどの不測の事態が懸念される。


リスク分析結果
(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒


⇒H15相当流量を⽬標推移で流下（完成断⾯にて激特治⽔⽬標を達成）
(2)改築の完了時期


⇒H20年度末（事業期間を1年オーバーして完成）
(3)想定されるリスク


・同時施⼯実施からの不測の事態
⇒事故発⽣、⼯程遅れなどが懸念される。
H20年度施⼯が⽣じる⇒十分な公絵地管理・安全管理が必要 ・H20年度施⼯が⽣じる
⇒事故が⽣じた場合、繰越⾦で⼯事を完了できないことが懸念される。


・H20出⽔期までに護岸が未完
⇒⼀部の仮設法覆⼯分の⼯事費が余計に掛かる。


リスク分析結果
(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒


仮矢板の設置・
撤去費が余計に


掛かる


(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒
⇒H15相当流量を⽬標推移で流下（暫定断⾯にて激特治⽔⽬標を達成）


(2)改築の完了時期
⇒H20年度末（事業期間を1年オーバーして完成）


(3)想定されるリスク
・同時施⼯実施からの不測の事態


⇒事故発⽣、⼯程遅れなどが懸念される。
・H20年度施⼯が⽣じる


⇒事故が⽣じた場合 繰越⾦で⼯事を完了できないことが懸念される


図10 ⼯程変更への対応
出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県


⇒事故が⽣じた場合、繰越⾦で⼯事を完了できないことが懸念される。
・H20出⽔期を迎えるにあたり仮の⽮板護岸が必要


⇒護岸⼯において⼿戻りが⼤きく、また⼯事費も余計に掛かる。







補⾜：CM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合


CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）


CMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容
CMRにアドバイス


を求めた
CMRにアドバイス


を求めた
CMRに委託した


事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出 ○
外部 連会議 席 近隣折衝 実施外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請


CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席


事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥ ⼯事段階でCM契約をした場合


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）


CMRによる ⼯事費の管理 ○
⽀援（協働） 設計変更への対応


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


⽀援（協働） 設計変更への対応
設計スケジュールの管理 ○ 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 ○ 内部会議への出席
許認可事項の検討 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 ○ その他（             ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ○
概算⼯事費の検討 ○


を求めた


概算⼯事費の検討 ○
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）
④    実施設計段階でCM契約をした場合


CMRによる
⽀援（協働）


設計スケジュ ルの管理 ○ ⑦ 維持管理段階でCM契約をした場合


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた
設計スケジュールの管理 ○ ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
⼯事発注⽅法・区分の確定 CMRによる
施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）
施⼯会社の選定 維持管理業務内容の決定
施⼯会社との契約 適切な維持管理費の算定
実施設計の内容確定 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）
概算⼯事費の算出 ○ 維持管理業者の選定
近隣折衝の実施 維持管理業者との契約


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


近隣折衝の実施 維持管理業者との契約
許認可事項の申請 維持管理業者の業務チェック
VE提案・決定 ○ 竣⼯検査、引渡し
内部会議への出席 内部会議への出席
外部関連会議への出席 外部関連会議への出席
その他（ ⼯程変更時流下能⼒計算 ） ○ その他（             ）
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ＣＭ方式の活用事例（矢部川災害復旧助成事業）


事業概要


観測史上最⼤の時間⾬量に起因する平成24年の⽮部川⽔系 事業名 ⽮部川災害復旧助成事業
事業主体：福岡県


観測史上最⼤の時間⾬量に起因する平成24年の⽮部川⽔系
における浸⽔被害を受けて、施⼯場所が主として⼭間部に
位置していることによる制約の下、河川施設の復旧と堤防
の嵩上げなどによる改良を、国の河川改良復旧事業の認定
を受けて5年間の計画で実施している河川改良事業


事業区分 河川改修事業
事業規模（事業費） 約119億円


発注⽅式 設計施⼯分離⽅式


事業規模
（延⻑等）


事業延⻑ 35.9km（⽮部川、星野川、笠原川）
築堤、河道拡幅、河床掘削、橋梁架替11橋、
堰改築2基


【⼤規模・複数⼯事での潜在的リスクの抽出】 関係職員を対象にリスク抽出のためのワークショップ


CM導⼊の⽬的・⽀援内容


◎コスト変動要因の⼤きい改修⼯事における適切な設計監理によるコストの縮減
〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉


発注者【⼤規模・複数⼯事での潜在的リスクの抽出】
⼤規模かつ緊急的な災害対応では、事業量に対
するマンパワーが⼗分には確保されないこと、
経験がない従事者も多数含まれることから円滑
な事業進捗に向けた事業中に対応すべきリスク
の予⾒と、対応の準備が必要


関係職員を対象にリスク抽出のためのワ クショップ
を事前に開催し、現場でのリスクが確実に抽出できる
体制を確⽴
関係者間での事業リスクの共有化と対応の実施のため、
重要なリスクについては⼯程リスク管理ツールを活⽤
し、円滑な事業進捗が実現


発注者
各種情報、協議、報告
専⾨的技術対応
VE提案


VE提案
検討結果報告
各種調整 CMR


設計者設計者 ・・・ 設計者


【施⼯条件変更によるコスト増の抑制】
災害対応能⼒向上に向けた改良事業は、3か⽉間
という短期間で概算費⽤算出および事業化が必要
なため、施⼯段階ではじめて把握できる詳細条件
による事業費の増加へのコスト抑制対応が必要


改良事業は流下能⼒の向上が⽬的であることから、当
初の⼯事計画を踏襲するだけでなく、複数の⼯区、発
注先に跨る区間を対象として必要な流下能⼒を確保す
る最適⽅策を再検討
⼀定の対象区間内で総合的に再検討する中でVE提案お
よびコスト縮減提案することで 現時点では所定の事 施⼯者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


元請業者


･･･


施⼯者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


元請業者


･･･


施⼯者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


元請業者


･･･


・・・


 業務実施体制への取組【厳しい施⼯条件下での⼯程遅延の回避】
⼭間地域での事業、個別⼯事ごとに施⼯者が異
なることから⼟砂搬出⾞両と隣接する橋梁⼯事
や護岸 事など 事⾞両が輻輳す など 効


• 災害対応の⼀時的な体制補完としてCMRを活⽤。
• CMRは発注者の⽀援の位置づけで業務を実施。
• 発注者は、事前の⼯事リスク抽出に基づいた⽀援メ


よびコスト縮減提案することで、現時点では所定の事
業費で実施中


⼯事内容を⼯事⼯区単位に分割し、上下流ネットワー
ク⼯事⼯程表（基準⼯程表）のほか、特定の区間では
詳細⼯程を作成することで、細部におよぶ事前検討が
実現


：契約関係 ：情報の流れ


施⼯者 施⼯者
A工区


施⼯者
B工区 Z工区・・・


や護岸⼯事などの⼯事⾞両が輻輳するなど、効
率的に⼯事を進めるための全体調整が必要


ニューをCMRに提⽰。
• CMRは、個別分割発注では対応できない事業全体の


設計段階の⼯事間調整を含めた施⼯計画、分割⼯区
を超えたVE提案の⽀援を実施。


実現
クリティカルパスへの影響度を⽇単位で分析した関係
機関協議の⼯程管理を⾏い、具体的で詳細な⼯事間調
整を実現


契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）


CM業務契約⽅式
・発注⽅式：指名競争⼊札
・CMR：㈱ニュージェック
・契約⾦額：約28,000千円


• CMRに業務発注すれば効果が出るものではなく、どの部分にCMRを活⽤する必要があ
るかを明確にした上で協働することが重要。


• 災害対策は緊急的にかつ細分化した⼯事を多数実施するものであるため、情報共有の不
⾜によって⼯事遅延が連鎖しやすい。このため、事業を俯瞰的にかつ情報を共有できる
体制を整えるという点でCMRの活⽤は効果的。


• 災害事業は通常業務に付加して発⽣することから必要な能⼒の⼈材を⼀時的に補強する
場合には効果的。


CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


・契約期間：平成27年8⽉から平成28年3⽉まで







【詳細】事業概要
平成24年7⽉に観測史上最⼤の時間91.5ミリを記録した短時間の猛烈な九州北部豪⾬により、⽮部川の流


域では浸⽔被害や護岸 橋梁 堰などの公共⼟⽊施設の被害 家屋や耕作地などの流出 ⼭間地域では地す域では浸⽔被害や護岸、橋梁・堰などの公共⼟⽊施設の被害、家屋や耕作地などの流出、⼭間地域では地す
べり被害も発⽣した。
本事業は今後の災害の軽減、防⽌を図ることを⽬的に国の河川改良復旧事業の認定を受けて実施された河


川改修事業であり、施⼯場所が主として⼭間部という制約の多い条件下で、被災した河川施設の復旧とあわ
せて堤防の嵩上げ 河道拡幅 河床掘削 護岸整備 橋梁 堰の改築など実施したものである また 緊急せて堤防の嵩上げ、河道拡幅、河床掘削、護岸整備、橋梁、堰の改築など実施したものである。また、緊急
的に⼤規模な事業を短期間（本事業は5年）に完了させるため、短期間の計画準備で事業費を概算する必要が
ある⼀⽅、事業費の超過にも制約がある事業である。


図1 平成24年7⽉ 九州北部豪⾬による⽮部川推計の浸⽔被害、災害箇所 図2 事業内容の概要
出典：⽮部川⽔系改良復旧事業の概要 平成25年9⽉ 福岡県







【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果


上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表 条件変更 ⼯法や⼯程の変更を流下能⼒条件変更 ⼯法や⼯程の変更を流下能⼒ 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果


• 所定の流下能⼒が確保できるように現地状
況に踏まえた設計の管理、上下流の状況を
踏まえた全川の管理が必要


• 設計は分割発注しているため、設計条件の
統⼀性、設計の考え⽅の統⼀性が必要


• 所定の流下能⼒が確保できるように現地状
況に踏まえた設計の管理、上下流の状況を
踏まえた全川の管理が必要


• 設計は分割発注しているため、設計条件の
統⼀性、設計の考え⽅の統⼀性が必要


• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
と⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能⼒計算ツー
ルの作成


• 全体会議において設計思想や設計条件の確認と共
有化を実施


• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
と⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能⼒計算ツー
ルの作成


• 全体会議において設計思想や設計条件の確認と共
有化を実施


• 条件変更、⼯法や⼯程の変更を流下能⼒
から⼀元的にチェックすることで全川の
流下能⼒を評価


• 多数の設計において設計思想および設計
条件の統⼀化が実現


• 条件変更、⼯法や⼯程の変更を流下能⼒
から⼀元的にチェックすることで全川の
流下能⼒を評価


• 多数の設計において設計思想および設計
条件の統⼀化が実現


 品質


• コストオーバーランの防⽌に向けて、複数
の⼯区で発⽣するコストに関する⼯事変更
や遅延によるコスト増リスクを把握し、⼯
事内容の変更（VE）などによるコスト縮減


• コストオーバーランの防⽌に向けて、複数
の⼯区で発⽣するコストに関する⼯事変更
や遅延によるコスト増リスクを把握し、⼯
事内容の変更（VE）などによるコスト縮減


• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案


• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案


• 必要な流下能⼒を確保しつつ、附帯的事
業を含めた全⼯事を当初予算内で実施中


• 必要な流下能⼒を確保しつつ、附帯的事
業を含めた全⼯事を当初予算内で実施中


 コスト


を図ることが必要を図ることが必要


• 多数の職員がそれぞれ考える⼯程遅延リ
スクを全員で共有することで全⼯区にお
いてその発⽣が考えられる場合の事前対
応


• 多数の職員がそれぞれ考える⼯程遅延リ
スクを全員で共有することで全⼯区にお
いてその発⽣が考えられる場合の事前対
応


 スケジュール
• 対象区間35kmにわたる改良復旧⼯事であり、
通常事業に⽐べて単年度事業費が数倍から数
⼗倍に達する事業であり その分関係者が多


• 全⼯区について⼯程に影響を及ぼすと想定される
リスクが、顕在化した場合の「想定遅延期間」と
「遅延する確率」を整理
リスク内容とリスクの検討担当者（または依頼 応を漏れなく抽出


• 現時点で、設計・⼯事は順調に進捗
応を漏れなく抽出


• 現時点で、設計・⼯事は順調に進捗


• 関係全職員で事業リスクに関するワークショップ
を2回（1回あたり2~3.5時間）を実施
リスク抽出 フ トを提供し 各職員 リ


• 関係全職員で事業リスクに関するワークショップ
を2回（1回あたり2~3.5時間）を実施
リスク抽出 フ トを提供し 各職員 リ


 その他 • リスクの特定が可能になったとともに、
そのリスクに対する検討担当者（または
依頼先）を設定する とにより 早期


• リスクの特定が可能になったとともに、
そのリスクに対する検討担当者（または
依頼先）を設定する とにより 早期


⼗倍に達する事業であり、その分関係者が多
く、事業が複雑であるが、5年間と決めた⼯
程の順守が必須


• リスク内容とリスクの検討担当者（または依頼
先）を⼀覧にした「⼯程リスク管理ツール」で情
報を共有化


• リスクの早期発⾒と予防処置を⾏わない限
• リスク抽出のフォーマットを提供して各職員のリ
スクに関する経験や知⾒を共有化する仕組みを提
供


• リスク抽出のフォーマットを提供して各職員のリ
スクに関する経験や知⾒を共有化する仕組みを提
供


依頼先）を設定することにより、早期の
予防処理が実現


• CMR等に依頼する内容が明確化


依頼先）を設定することにより、早期の
予防処理が実現


• CMR等に依頼する内容が明確化


リスクの早期発⾒と予防処置を⾏わない限
り、計画どおりの事業進捗は期待できない
ためリスクの特定が必要


【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１．検討段階
• 福岡県では過去に⽔害対策事業にCM⽅式（福岡県ではPM（プロジェクトマネジメント）⽅式と称されている）を導⼊した実績があることから、本事業でもCM⽅式の採
⽤を⼀時的なマンパワー、特定の専⾨技術の補充およびコスト縮減策提案を⽬的に活⽤を検討。


• ただし、本事業の組織内に過去のCM⽅式の経験者、CM⽅式を⼗分に理解した⼈材が不⾜していたため、CMRからの⽀援が必要な内容をリストアップすることから開始。
２．選定審査段階
• 河川計画、治⽔計画、流下能⼒計算の実績を条件にした指名競争⼊札によってCMRを選定。
３．積算・契約段階
• 発注者側で業務内容の仕様書を作成し、⾒積もり提出を複数のCMRに依頼、具体的な作業内容を個別に対⾯で質
疑応答する機会を設けてCMRによる業務内容の理解促進に努めた上で⼊札を実施。


CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


・契約期間：平成27年8⽉から平成28年3⽉まで







補⾜：⼯程に関するマネジメント（⼯程リスク管理ツール）1/2
⼯程遅延に関するリスクを「⼯程リスク管理ツール」を⽤いて事前にリストアップした。


リスクの抽出だけでなく リスク対応として発注者である事務所内での要対応事項およびPMコンサルリスクの抽出だけでなく、リスク対応として発注者である事務所内での要対応事項およびPMコンサル
サルタント（＝CMR）等に依頼する対応事項を整理することで発注者とCMRの協働内容の明確化、役
割分担の明確化を図っている。


出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所







補⾜：⼯程に関するマネジメント（⼯程リスク管理ツール）2/2
⼯程リスク管理ツールで抽出した前ページの⼀覧表の他、具体的な関連⼯程表によって、その後の影


響範囲がビジ ル的に確認 き 資料 図⾯上 リ ク内容が位置的に特定 き 資料とセ トにす響範囲がビジュアル的に確認できる資料、図⾯上でリスク内容が位置的に特定できる資料とセットにす
ることで事務所職員が担当⼯区外のことでも共有化できる情報管理、緊急的な応援時にも状況が理解さ
れやすい環境が整備されている。


図4 ⼯程リスク管理ツールに含まれている図⾯


図3 ⼯程リスク管理ツールに含まれている⼯程表


出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所







補⾜：その他のマネジメント （CMRとの協働内容を抽出するワークショップ）1/2


事業⼯程に制約がある中で まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関事業⼯程に制約がある中で、まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関
係職員全員を対象にしたワークショップを開催（初回）した。


出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所







補⾜：その他のマネジメント（CMRとの協働内容を抽出するワークショップ）2/2


事業⼯程に制約がある中で、まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関事業⼯程に制約がある中で、まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関
係職員全員を対象にしたワークショップを開催（第2回）した。


出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所







補⾜：CM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合


CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）


CMRにアドバイス
を求めた


CMRに委託したCMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容
CMRにアドバイス


を求めた
事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出 ○
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請


CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席 ○


事業計画の作成 外部関連会議への出席 ○
基本計画の策定 その他（          ）
設計与条件の設定


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）


CMRによる ⼯事費の管理 ○


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


⽀援（協働） 設計変更への対応
設計スケジュールの管理 ○ 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 ○ 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席 ○
⼯事スケジュールの検討 ○ その他（住⺠、⼟地所有者への説明資料作成） ○
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ○


契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた


概算⼯事費の検討 ○
内部会議への出席 ○
外部関連会議への出席 ○
その他（             ）
④    実施設計段階でCM契約をした場合


CMRによる
⽀援（協働）


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた
設計スケジュールの管理 ○ ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
⼯事発注⽅法・区分の確定 CMRによる
施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）
施⼯会社の選定 維持管理業務内容の決定
施⼯会社との契約 適切な維持管理費の算定
実施設計の内容確定 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）
概算⼯事費の算出 ○ 維持管理業者の選定


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス


を求めた


近隣折衝の実施 維持管理業者との契約
許認可事項の申請 維持管理業者の業務チェック
VE提案・決定 ○ 竣⼯検査、引渡し
内部会議への出席 ○ 内部会議への出席
外部関連会議への出席 ○ 外部関連会議への出席
その他（ ⼯程変更時流下能⼒計算 ） ○ その他（             ）
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ＣＭ方式の活用事例（元静岡県クレー射撃場環境対策事業）


事業概要


平成17年に閉鎖した県営のクレ 射撃場 事業名 元静岡県クレー射撃場環境対策事業
事業主体：静岡県


平成17年に閉鎖した県営のクレー射撃場
内に堆積している残留鉛弾による鉛⼟壌
汚染対策を⽬的として実施した、鉛除去
不溶化及び遮⽔⼯事等環境対策事業


事業区分 環境対策事業
事業規模（事業費） 約6.2億円


発注⽅式 設計施⼯分離⽅式
事業規模


（⾯積等）
施⼯⾯積 5.23ha 鉛汚染⼟壌掘削⼯ 26,000m3


汚染⼟壌搬出量 8,780t


CM導⼊の⽬的・⽀援内容


〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
【⼀時的な専⾨技術の発注者体制の補完】


◎経験のない特殊な⼟壌汚染対策に対する技術的補完と適切な施⼯管理


【 時的な専⾨技術の発注者体制の補完】
クレー射撃場の鉛汚染対策という、特殊かつ⼀時
的な技術⼒が必要な業務である⼀⽅、環境対策事
業ならではの適切な技術的対応が必要


施⼯段階で発⽣する多くの技術的課題への適切
な対応がなされ、必要な⼟壌汚染対策が実現


発注者


CMR


各種協議、
報告


技術監理
⼯程管理
情報管理


品質管理
出来型管理
コスト管理


定例会議への参加、定期的な現地確認や打合せ
等を実施することにより、⼯事前には予期しな
かった状況への適切な対応により⼤幅な⼯期延
⻑を回避
汚染⼟壌の対策実施状況の確認⽅法として、 3D
モデルの作成等によるビジュアルでわかりやす


【施⼯進捗の確実なモニタリング体制の確保】
発注者として経験のない環境対策事業であり、施⼯
段階で発⽣する多くの技術的課題への対策を適切に
講じながら、予定⼯程に従った着実な⼯事進捗、汚
染⼟壌の適切な処理状況の確認が必要


施⼯者


専
⾨
業


専
⾨
業


専
⾨
業


元請業者


･･･


 業務実施体制への取組
• 発注者には⼟⽊技術者は存在していたが、特殊な環境


対策事業の部分における技術的補完にCMRを活⽤


【多様な関係者間の円滑な調整】
⼯事担当部局（⼯事課）と施設所有者（教育委員
会）が異なっており、また環境部局や団体などとの


モデルの作成等によるビジュアルでわかりやす
い⽅法を導⼊し、確実な対策を実現


各種ファイルのアップロード、掲⽰板等の機能
を持つ情報共有システムを整備し、施⼯に関す
る⽂書管理、発注者への⼯事経過報告、情報の


業
者


業
者


業
者


：契約関係 ：情報の流れ


契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）


対策事業の部分における技術的補完にCMRを活⽤。
• 発注者側で、⼟⽊に関する出来形・コスト管理等は⾏


い、CMRは特に⼟壌汚染対策の品質⾯での確実な実施
（品質確保）を含めた⼯程管理を実施。


多くの協議が必要となる等、関係者が輻輳する事業
であり、関係者間の円滑な調整が必要


る⽂書管理、発注者への⼯事経過報告、情報の
⾏き違いによるトラブル防⽌を達成
また業務の効率化によるコストの削減も実現


CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


• 本件のない過去に経験が無く、また将来も経験する⾒込みのない⼀時的で特殊な技術が
必要な案件では、CM⽅式で専⾨家の⽀援を受けることが有効。


• 情報共有システムや3Dモデルの導⼊などにより、CMRとの打合せ回数や現場訪問回数
を減らすなどの⼯夫により、CMR発注の効率化を図ることが可能。


・契約期間：平成22年3⽉から平成24年9⽉まで


・発注⽅式：公募型プロポーザル
・CMR：施⼯技術総合研究所
・契約⾦額： 46,872千円







【詳細】事業概要
本事業は平成17年3⽉に閉鎖した浜松市内のクレー射撃場の跡地に堆積している残留鉛弾による⼟壌汚染の


環境対策を⾏う事業であり 「⼟壌汚染対策法（平成⼗四年五⽉⼆⼗九⽇法律第五⼗三号）」「射撃場に係る環境対策を⾏う事業であり、「⼟壌汚染対策法（平成⼗四年五⽉⼆⼗九⽇法律第五⼗三号）」「射撃場に係る
鉛汚染調査・対策ガイドライン（平成19年3⽉）」などに基づき、県クレー射撃場環境対策委員会（平成17年
5⽉設置）がまとめた「環境対策の⼯法等への提⾔」（平成19年5⽉）に従って、静岡県が事業主体（負担割
合は県3/5、浜松市2/5）として鉛除去不溶化・遮⽔⼯事等の環境対策を⾏ったものである。


鉛対策は静岡県としてこれまで経験がなく、また今後も県内での同様の事業が発⽣ないと考えられる特殊な鉛対策は静岡県としてこれまで経験がなく、また今後も県内での同様の事業が発⽣ないと考えられる特殊な
事業であった。
【⼯事概要】
・「県クレー射撃場環境対策検討委員会」が平成19年5⽉に環境対策の⼯法等につ


いて提⾔、提⾔された⼯法による環境対策を実施することとなった。
・ 斜⾯部、平坦部及び湿地部から、健常⼟と鉛含有量及び溶出量の基準値を超過


した汚染⼟壌を掘削と、鉛弾及び調整池内等の⾼濃度汚染⼟の敷地外への搬出、
鉛含有⼟を不溶剤（⽯灰⽯）で不溶化処理後、敷地内に遮⽔・封じ込め覆⼟し
て有害物質の発⽣と漏洩を恒久的に防⽌する「鉛除去不溶化・遮⽔⼯事」


・ 平成21〜22年度に実施


⼯事対象範囲


元静岡県クレー射撃場環境対策⼯事の流れ


出典）環境対策⼯事におけるCM 横澤 圭⼀郎・藤⽥ ⼀宏・鈴⽊ 健之 建設の施⼯企画2012年8⽉号







【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果


• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し 鉛溶• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し 鉛溶 • 対策エリアを格⼦状の対策区画として分• 対策エリアを格⼦状の対策区画として分 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果


• ⼟壌汚染対策法に従い、対策必要エリアの
⼟壌を指定基準値以下に確実に低減するこ
とが必要


• ⼟壌汚染対策法に従い、対策必要エリアの
⼟壌を指定基準値以下に確実に低減するこ
とが必要


• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し、鉛溶
出量・含有量に応じて、適切な汚染⼟壌の処理⽅
法を選択し、対策状況（場外搬出、不溶化、遮⽔
封じ込め等）の品質確認⽅法を提案


• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し、鉛溶
出量・含有量に応じて、適切な汚染⼟壌の処理⽅
法を選択し、対策状況（場外搬出、不溶化、遮⽔
封じ込め等）の品質確認⽅法を提案


• 対策エリアを格⼦状の対策区画として分
割し、平⾯および深度⽅向の⼟壌汚染状
況に応じて、⼟壌汚染対策が適切な⼯法
かつ漏れなく完了


• 対策エリアを格⼦状の対策区画として分
割し、平⾯および深度⽅向の⼟壌汚染状
況に応じて、⼟壌汚染対策が適切な⼯法
かつ漏れなく完了


 品質


 コスト
発注者側が適切 対策 法を選択 き よ 現地状況 応じた適切な対策 変更提


スト


• 施⼯能⼒の低下実態に対し、汚染物質の
性質を考慮した対策 法 分類と変更を


• 施⼯能⼒の低下実態に対し、汚染物質の
性質を考慮した対策 法 分類と変更を


 スケジュール
⽉1回 定例会議 ⽉2回 現地確認 他 適宜


• 発注者として経験のない⼯事であるが、現
場で発⽣する変更コストについて妥当性評
価を⾏いながら適正に管理することが必要


• 発注者側が適切に対策⼯法を選択できるよう、
施⼯条件の変更などに対して、品質とコスト⾯
を適切に評価


• 現地状況に応じた適切な対策⼯の変更提
案により、⼤幅なコスト超過が発⽣せず
に⼯事が完了


性質を考慮した対策⼯法の分類と変更を
提案（低下した施⼯能⼒を3倍に向上させ
る策を提⽰）することで⼯程の⼤幅な遅
延を防⽌


• 結果として⼤幅な⼯期遅延を回避し、当
初予定より半年程度の遅延で完了


性質を考慮した対策⼯法の分類と変更を
提案（低下した施⼯能⼒を3倍に向上させ
る策を提⽰）することで⼯程の⼤幅な遅
延を防⽌


• 結果として⼤幅な⼯期遅延を回避し、当
初予定より半年程度の遅延で完了


• ⼟壌汚染対策であることから、安全な状態
をできるだけ早期に確保することが必要


• ⽉1回の定例会議、⽉2回の現地確認の他、適宜、
現場で発⽣する技術的課題への対応⽅針、対策に
係る打合せ協議を実施して対応案を検討


• 施⼯者の施⼯能⼒の実態と汚染⼟壌の状況、対策
量を踏まえて具体的な改善⽅法を提⽰


初予定より半年程度の遅延で完了初予定より半年程度の遅延で完了


• ⼯事エリアの３Ｄモデルを作成して、設計・施⼯
情報を付与することによる、汚染⼟壌の処理に関
する情報を⼀元管理する⽅法を導⼊


• 情報共有システムの構築など関係者間の情報共有
⽅法を提供


• ⼯事エリアの３Ｄモデルを作成して、設計・施⼯
情報を付与することによる、汚染⼟壌の処理に関
する情報を⼀元管理する⽅法を導⼊


• 情報共有システムの構築など関係者間の情報共有
⽅法を提供


 その他 • 汚染⼟壌に対する処理履歴の追跡可能性
（トレーサビリティ）を確保し汚染除去
状況を確認


• 関係者間の情報共有によるトラブルを回
避


• 汚染⼟壌に対する処理履歴の追跡可能性
（トレーサビリティ）を確保し汚染除去
状況を確認


• 関係者間の情報共有によるトラブルを回
避


• 汚染⼟壌が適切に処理、除去されていること
の確認（トレーサビリティ）


• 関係者間の情報伝達ミスによるトラブルの防
⽌ ⽅法を提供⽅法を提供 避避⽌


【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉


検討段階１．検討段階
• 平成17年3⽉末の施設閉鎖後、「県クレー射撃場環境対策委員会」が平成19年5⽉にまとめた「環境対策の⼯法等についての提⾔」に従って、環境対策を実施すること


とした。CM⽅式については、沼津⼟⽊（橋梁係）で採⽤実績があり、当時の⽀局⻑が情報を所有。
• 国内でも前例のない環境対策事業であったことに加えて、確実に汚染源である鉛を除去する必要があったため、施⼯監理⽀援業務を委託することを決定。


CM⽅式活⽤ステージ
２．選定審査段階
• CMの選定前に14社（設計を実施した業者と⼯事請負業者は除外）に⾒積依頼をし6社から⾒積提出があった。


その後 公募型簡易プ ポ ザル⽅式 選定を試みたが 結果的に施⼯技術総合研究所１社のみの応募
事業計
画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


• その後、公募型簡易プロポーザル⽅式で選定を試みたが、結果的に施⼯技術総合研究所１社のみの応募。
３．積算及び契約段階
• 積算⽅法は、CMRから提出された⼈⼯数を元に直接⼈件費を計算、諸経費を加えて決定。
• CM契約は、当初は平成22年3⽉30⽇から平成24年3⽉15⽇までを予定していたが、⼯期の延⻑に伴い、契約期間


を延⻑、それに伴い契約⾦額の変更を実施。 ・期間：平成22年3⽉から平成24年9⽉まで







補⾜：本事例における⼯事エリアの３Ｄモデル


出典）環境対策⼯事におけるCM 横澤 圭⼀郎・藤⽥ ⼀宏・鈴⽊ 健之 建設の施⼯企画2012年8⽉号







補⾜：本事例におけるCMRへの業務委託の⽬的及び具体的な⽀援内容
【公募の際配布された業務説明書に記載されたCM業務目的】 【具体的な技術支援の例】


出典）公募型簡易プロポーザル⽅式に係る⼿続き開始の公告（平成22年2⽉26⽇）
「平成21年度元クレー射撃場環境対策事業⼯事に伴う施⼯監理技術⽀援


業務委託」


出典）環境対策⼯事におけるCM 横澤 圭⼀郎・藤⽥ ⼀宏・鈴⽊ 健之
建設の施⼯企画2012年8⽉号







補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合


CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた
契約に含まれた内容 CMRに委託した


CMRにアドバイ
スを求めた⽀援（協働） ⽀援（協働）


事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出


スを求めた スを求めた


内部会議への出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請


CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席


事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた


設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査） ○


CMRによる ⼯事費の管理 ○CMRにアドバイ


CMRにアドバイ
スを求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した


CMRによる ⼯事費の管理 ○
⽀援（協働） 設計変更への対応 ○


設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し ○
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席 ○
⼯事スケジュールの検討 その他（                               ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた


基本設計の内容確定 ⑦ 維持管理段階 契約 場合
概算⼯事費の検討 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 維持管理業務内容の決定
その他（             ） 適切な維持管理費の算定
④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）


CMRによる 維持管理業者の選定
⽀援（協働） 維持管理業者との契約


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた
設計スケジュールの管理 維持管理業者の業務チェック
⼯事発注⽅法・区分の確定 竣⼯検査、引渡し
施⼯業者選定⽅式の検討 内部会議への出席
施⼯会社の選定 外部関連会議への出席
施⼯会社との契約 その他（             ）
実施設計の内容確定
概算⼯事費の算出
近隣折衝の実施
許認可事項の申請
VE提案・決定
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）
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ＣＭ方式の活用事例（安永川トンネル新設事業（水源工区））


事業概要


豊⽥市の中⼼市街地の浸⽔被害解消を⽬的に 市 事業名 安永川トンネル新設事業（⽔源⼯区）
事業主体：愛知県豊⽥市


豊⽥市の中⼼市街地の浸⽔被害解消を⽬的に、市
内を流れる⼀級河川安永川を対象に実施した全⻑
約2㎞の⽔路トンネル建設事業のうち、⼟被りが
薄くかつ上部が宅地、病院が⽴地するという特殊
条件区間の約250mの⽔路トンネル建設事業


事業区分 ⽔路トンネル事業


事業規模（事業費） 約18億円
発注⽅式 設計施⼯分離⽅式
事業規模


（延⻑等）
全⻑約2㎞の⽔路トンネルの内、約250m区間
（⽔源⼯区）


CM導⼊の⽬的・⽀援内容


〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉


（ ） （ ）


◎不測の事態が懸念されるトンネル⼯事における適切な技術的対応とコスト評価


【特殊技術評価を含めた施⼯者の選定】
トンネルは地下に建設する線上構造物であり、
不均質な地盤の性状を設計段階で正確に調査
把握することは困難であり、施⼯段階で地盤
状況に応じた適切な⼯法の判断が必要


施⼯各社の持つ特殊技術をCMRが施⼯者選定段階
で評価し、施⼯段階で適切な⼯法をCMRと共に判
断し、実施できる能⼒を有した施⼯者を選定


施⼯者


発注者


CMR設計者


VE提案・検討結果報告、
品質報告、各種調整


各種協議、
報告


協議
調整
指⽰


【追加⼯法の専⾨的評価によるコスト抑制】
施⼯者による過度に安全側の補強⼯事などの
提案により、必要以上にコストが増加する懸
念への対応


現地での地盤状況の変化に対し、施⼯者による追
加⼯事提案を精査し、地盤改良の注⼊材の量、
ロックボルトの数等を⾒直すことにより、安全性
を適切に確保した上で、適正なコストで施⼯


施⼯者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


専
⾨
業
者


元請業者


･･･


契約関係 情報の流れ


 業務実施体制への取組


【⼯区内住⺠・病院などへの細かな配慮】
10m程度の⼟被りの上に、⺠家や精密機械な
どを有する病院が⽴地している市街地内での


トンネル・ボーリング・マシーンによるコアトン
ネルの掘削と、コアトンネルを拡幅する⼯事の2段
階の⼯法をCMRの提案により採⽤することで、ト


• 発注者に河川関係技術者は多数いたが、特殊技術が
必要な⽔路トンネル⼯事であったため専⾨技術の補
完としてCMRを活⽤。


• トンネル⼯事の特性上、設計段階だけでなく施⼯段
階での技術的⽀援を⽬的にCMRを継続的に活⽤


：契約関係 ：情報の流れ


契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）


⼯事であり、⽣活や業務への配慮が必要 ンネル上部の⺠家や病院への振動などの影響を最
⼩限に抑制


階での技術的⽀援を⽬的にCMRを継続的に活⽤。
• トンネル⼯事の技術的蓄積を⽬的として、⺠間企業


においてトンネル施⼯の経験がある職員を配置する
など体制の強化を実施。


CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


・発注⽅式：随意契約
・CMR：施⼯技術総合研究所
・契約⾦額： 約20,000千円 ・期間：平成20年11⽉から平成23年2⽉


・難易度の⾼いトンネル⼯事のような特殊技術が必要な案件では、技術に精通した専⾨家
の⽀援を受けることが必要。


・同⼀の専⾨会社に、計画から設計段階は技術検討委員会の事務局の⽴場として、実施設
計最終段階からはCMRの⽴場として、⼀貫して⽀援を受けたことが効果的であった。


・計画段階からのCM⽅式による、同⼀専⾨家の⽀援が有効。







【詳細】事業概要
平成12年「東海豪⾬」災害を受けて、約4万⼈が居住する⼀級河川安永川流域（約10k㎡）の浸⽔被害解消


を⽬的に 平成14年に河川法の⼿続きにより 市が事業主体となり安永川に全⻑約２㎞の⽔路トンネルを新設を⽬的に、平成14年に河川法の⼿続きにより、市が事業主体となり安永川に全⻑約２㎞の⽔路トンネルを新設
して排⽔能⼒を向上させる事業。このうち本事業の対象である⽔源⼯区（約250m）は、接続する河床⾼の制
約条件から⼟被りが薄くかつ上部は宅地等に利⽤されていることからトンネル⼯事として特殊⼯法が必要とさ
れる難易度が⾼い⼯事であった。


事業の全体概要


トンネル掘削の⼿順 トンネル覆⼯コンクリート施⼯⼿順


出典） 「都市基盤河川改修事業」⼀級河川安永川 パンフレット


出典）⼀級河川安永川改修事業 豊⽥市ホームページ







【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果


 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果


• 現場での特殊事情に適切に対応したト
• 困難なトンネル⼯事のリスクの把握、対処⽅法の提


案
• 住⺠の⽣活や病院運営への影響を与えない⼯事⽅法


の提案（実際の折衝は発注者が実施）


• 困難なトンネル⼯事のリスクの把握、対処⽅法の提
案


• 住⺠の⽣活や病院運営への影響を与えない⼯事⽅法
の提案（実際の折衝は発注者が実施）


 品質
• 特殊な技術でのトンネル⼯事における品質


の確保
• ⼯事区間の上部に⽴地する⺠家や病院に対


し、不等沈下や振動による影響を配慮する
必要性


• 現場での特殊事情に適切に対応したト
ンネルが完成


• トンネルボーリングマシーンによるコ
アトンネルの掘削と、コアトンネルを
拡幅する⼯事の2段階⼯法により、トン
ネル上部の⺠家や病院への振動などの
影響を最⼩限に抑制


• トンネル施⼯時にはじめて把握できる岩盤の
状況などに応じた設計段階とは異なる⼯法の
採⽤などによるコストアップの危険性


• トンネル施⼯時にはじめて把握できる岩盤の
状況などに応じた設計段階とは異なる⼯法の
採⽤などによるコストアップの危険性


• 施⼯時に硬岩帯が出現した場合に、施⼯者から提案
される施⼯⽅法をチ ックし 品質を確保しながら


• 施⼯時に硬岩帯が出現した場合に、施⼯者から提案
される施⼯⽅法をチ ックし 品質を確保しながら


• 現地条件を精査し、深層混合処理⼯法か
ら浅層混合処理⼯法への変更により
1,200万円の縮減


• 硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補


• 現地条件を精査し、深層混合処理⼯法か
ら浅層混合処理⼯法への変更により
1,200万円の縮減


• 硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補


 コスト


影響を最⼩限に抑制


採⽤などによるコストアップの危険性採⽤などによるコストアップの危険性 される施⼯⽅法をチェックし、品質を確保しながら、
必要最⼩限のコストアップで抑えるための⼯夫を導
⼊


される施⼯⽅法をチェックし、品質を確保しながら、
必要最⼩限のコストアップで抑えるための⼯夫を導
⼊


硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補
強⼯の簡素化策の採⽤により800万円の
縮減など


• 全体で2,650万円程度のコスト縮減が図
られ、CM業務発注費⽤を上回るコスト縮
減効果が発現


硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補
強⼯の簡素化策の採⽤により800万円の
縮減など


• 全体で2,650万円程度のコスト縮減が図
られ、CM業務発注費⽤を上回るコスト縮
減効果が発現


 スケジュール
• 想定外の硬岩出現などによる⼯期の遅れへ


の懸念


• 硬岩に対する施⼯⽅法をCMRが過去の経験、トン
ネルの⾼度な施⼯技術検討を実施し、施⼯者を交
えて協議しながら、早期に施⼯⽅法の⾒直し案を
作成


• 最⼩限の⼯期延⻑、かつ無事故で完成


【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
1．検討段階
• 基本計画・基本設計段階で「⼀級河川安永川トンネル施⼯技術検討委員会」を設け、特殊なトンネル技術を持つ専⾨会社に事務局を委託していた。基本計画 基本設計段階で「 級河川安永川トンネル施⼯技術検討委員会」を設け、特殊なトンネル技術を持つ専⾨会社に事務局を委託していた。
• 当時の副市⻑が「CM⽅式」を積極的に推進（本事業と同時に、国交省の「CM⽅式モデルプロジェクト」に選定された「こまどり公園⾬⽔調整池」事業もCM⽅式で実


施）。
２．選定審査段階
• 技術検討委員会の事務局として活動してきた実績と、全国各地の市街地での⾼度な技術⼒を必要とするトンネル⼯事で技術⽀援を⾏っており、施⼯⽅法を熟知している


こと等を評価した結果、随意契約にてCMRを選定。
CM⽅式活⽤ステージ３．積算及び契約段階


事業計
画


基本
設計


実施
設計 施⼯ 管理


３．積算及び契約段階
• 積算⽅法は、特記仕様書の業務内容に沿って技術者単価を想定⼈⼯で積上げ、直接経費と間接費を加えた⾦額で


あり、実質的には、⽉平均2回の「現地調査」（現地での協議）に参加する技術者3〜4⼈の⼈⼯（毎⽉の⼯数×
⽉数）の⾦額。


• 契約期間は、施⼯者の発注⽀援段階から施⼯終了までの3年間（平成20年11⽉から平成23年2⽉末まで）。 ・期間：平成20年11⽉から平成23年2⽉







補⾜：本事例における⼯事概要


出典）⼀級河川安永川改修事業 豊⽥市ホームページ







補⾜：本事例における特徴とCM⽅式導⼊の⽬的


出典）豊⽥市におけるCM事例 豊⽥市建設部河川課







補⾜：本事例におけるCM⽅式の実施内容とCM⽅式の効果
CM方式の実施内容 CM方式の効果


出典）豊⽥市におけるCM事例 豊⽥市建設部河川課 出典）「⼀級河川安永川トンネル新設⼯事(⽔源⼯区)におけるCM ⽅式の活⽤」
（施⼯技術総合研究所 安井成豊 豊⽥市役所 須藤友章）







補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合


CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた
契約に含まれた内容 CMRに委託した


CMRにアドバイ
スを求めた⽀援（協働） ⽀援（協働）


事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定 ○
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定 ○
内部会議への出席 概算⼯事費の算出


スを求めた スを求めた


内部会議 の出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請


CMRによる VE提案・決定 ○
⽀援（協働） 内部会議への出席 ○


事業計画の作成 外部関連会議への出席 ○
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた


設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査） ○


CMRによる ⼯事費の管理
契約に含まれた内容 CMRに委託した


CMRにアドバイ


CMRにアドバイ
スを求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した


⽀援（協働） 設計変更への対応 ○
設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席 ○
⼯事スケジュールの検討 その他（                                ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合


契約に含まれた内容 CMRに委託した
スを求めた


概算⼯事費の検討 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 維持管理業務内容の決定
その他（             ） 適切な維持管理費の算定
④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）


CMRによる 維持管理業者の選定
⽀援（協働） 維持管理業者との契約


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた


契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ


スを求めた
設計スケジュールの管理 維持管理業者の業務チェック
⼯事発注⽅法・区分の確定 竣⼯検査、引渡し
施⼯業者選定⽅式の検討 内部会議への出席
施⼯会社の選定 外部関連会議への出席
施⼯会社との契約 その他（             ）
実施設計の内容確定
概算⼯事費の算出
近隣折 実施近隣折衝の実施
許認可事項の申請
VE提案・決定
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（                              ）
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